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構成論を構築すべきである。 























































第 2節 研究の方法と論文構成 
 研究の目的を達成するために，次の六つの方法によって研究を行う。 
  (1)社会科教育学の先行研究分析と学習指導要領の記述分析をもとに，本研究における 
公民的資質の定義をする。(第Ⅰ章) 
  (2)公民的資質の育成をめざす社会科授業構成論を分析し，その成果と課題を明らかに 
する。さらに，公民的資質の育成に有効な授業構成論が意志(思)決定型学習であるこ 
とを，分析をもとに明らかにする。(第Ⅱ章) 




  (4)(3)で明らかになった意志決定学習の課題を克服する授業構成論である「基礎的意志 
決定学習」を構築する。(第Ⅳ章) 
  (5)「基礎的意志決定学習」による中学校社会科授業を実践し，子どものワークシート 
記述の分析によって。その有効性と課題を明らかにする。(第Ⅴ章) 
  (6)(5)で明らかになった課題の分析をもとに，改善プランを策定する。改善プランによ 
る中学校社会科授業を実践し，その有効性を明らかにする。(第Ⅴ章) 
 











弘和・望月敏男(編訳)『21 世紀型スキル』北大路書房,2014 年,265p. 
6)白水始「新たな学びと評価は日本で可能か」三宅ほなみ(監訳)益川弘和・望月敏男(編訳)





































第 2 節では，第 1 節で明らかになったことをもとに，本研究における公民的資質の定義
を示す。 
 















昭和 44 年 4 月 14 日の文部省告示第 199 号で「公民的分野」が誕生したころから，公民
的資質という用語に対する抵抗感をもつ人々がいた。 





    周知のとおり，昭和 44 年 4 月 14 日，文部省告示第 199 号で中学校学習指導要領が改訂され，従 

































   その批判(王子：公民に対する批判)の核心は，公民＝オオミタカラというように解し，したがって 























    ④政治ばかりでなく経済，社会等のより広い社会生活にわたって考えた広義の公民教育の観点か 
     らとらえた公民的資質(→公民として必要な経済的教養) 
     ⑤地理的・歴史的な認識面から見た公民的資質 
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 祇園全禄は，公民的資質について，次のように述べている 7)。 
 
  社会科は「社会認識を通して，公民的資質を育成する」教科である。公民的資質は，社会科の究極目 






   社会科でいう公民は，市民社会の一員としての市民及び国家の一員としての国民を意味していると 





 梶は，公民的資質について，次のように述べている 9)。 
 



























































43 年版の小学校学習指導要領(以後，『昭和 43 年版小』)である。『昭和 43 年版小』におけ
る社会科の目標は，次のとおりである 11)。 
 














 以上の『昭和 43 年版小』の目標の記述から，公民的資質の基礎は国民としてもつべき資
質の基礎だけでなく，地域社会や家庭の一員である市民としてもつべき資質の基礎を養う










『昭和 23 年版補説』と『昭和 43 年版小』の公民的資質の育成は，国民及び市民として
の両方の資質を育成しようとする意図がみられる。しかし，それ以降は時代によってその二
つの資質の育成に対する記述において，並列に扱っていないなどの違いがみられる。さらに，
①学習指導要領の目標として公民的資質が明示される『昭和 43 年版』以前と②『昭和 43 年
版』以降の学習指導要領の記述を分析し，それぞれの時代で学習指導要領がめざした公民的
資質について明らかにする。 












次に，社会科が誕生した『昭和 22 年版学習指導要領社会編Ⅰ』(以後，『昭和 22 年版Ⅰ』)
から『昭和 33 年版小学校学習指導要領』(以後，『昭和 33 年版小』)と『昭和 33 年版中学校
学習指導要領』(以後，『昭和 33 年版中』)までの目標記述を分析する。分析の視点は，学習
指導要領の目標に初めて公民的資質が位置づけられた『昭和 43 年版小』の記述との比較に









『昭和 22 年版Ⅰ』から『昭和 33 年版小』，『昭和 33 年版中』までの分析結果は，次の表
Ⅰ-2 のとおりである。 
 
表Ⅰ-2 昭和 22年版～33年版学習指導要領 13)における公民的資質に関する目標記述 
学習指導要領(版) 目標記述 分析 





































































































































































































































































































































  (王子作成，下線部：王子) 
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て，国家や国民を意識させる記述となっていること。 








表Ⅰ-3 昭和 43年版～平成 29年版学習指導要領 14)における公民的資質に関する目標記述 
学習指導要領(版) 目標記述 分析 
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平成元年版中学校 広い視野に立って、我が国の国土と歴史 ・昭和 52 年版に
















































































































































































































れた公民的資質と同じ意図をもつものといえよう。また，『昭和 43 年版小』と『昭和 44 年







『昭和 52 年版中』から中学校でも目標に公民的資質という文言が登場する。『昭和 44 年
版中』の理念を継承し，公民的資質は平和で民主的な国家・社会の形成者として必要な資質
であることを示している。『昭和 52 年版小・中』から『平成 20 年版小・中』までは，『昭



















以上の『昭和 43 年版』から『平成 29 年版』までの学習指導要領の目標記述の分析によ
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①『昭和 22 年版』～   ②『昭和 43 年版小』～ ③『平成元年版』～ 



























   そもそも社会認識や公民的資質の内実について，関係する実践者や研究者の間で，もし共通の固定 
   的な見解がつくられるとしたら，もはやそれは社会科ではない，別物になってしまう可能性が高いの 
ではないだろうか。 






































































 岩田一彦は，社会科授業で育成する市民的資質について，次のように述べている 19)。 
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(2)行動-社会参加までを射程とする場合 




    人間の行動には「社会市民的な行動」(socio-civic behavior)と「個人的な行動」(personal behavior)







    目指すべきである。それを見失った社会科は，もはや社会科とは言えない。 
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第 49 号,1983 年,p.2 
3)大森照夫『新社会科教育基本用語辞典』明治図書,1986 年,pp.31-36 
4)梶哲夫「よりよい社会の形成と公民的資質」梶哲夫編著『現代社会によりよく生きる教育』
第 11 巻,第一法規出版,1976 年,p.9 
5)梶 前掲書 4),pp.10-11 
6)大森 前掲書 3),pp.33-34 
7)祇園全禄「公民的資質」森分孝治 片上宗二編集『社会科重要用語 300 の基礎知識』明治
図書,2000 年,p.106 
8)祇園 前掲書７),p.106 
9)梶 前掲書 4),p.11 
10)「小学校学習指導要領(昭和 33 年 10 月 1 日施行)」の記述は，国立教育政策研究所作成 
 「学習指導要領データベース」による。(https://www.nier.go.jp/guideline/,最終閲覧 2018 
年 10 月 8 日) 
 
- 32 - 
 
11)「小学校学習指導要領(昭和 46 年 4 月施行)」の記述は，国立教育政策研究所作成「学習 
指導要領データベース」による。(https://www.nier.go.jp/guideline/,最終閲覧 2018 年 10 
月 8 日) 
12)内閣印刷局『昭和年間法令全書昭和 6 年-3』原書房,1994 年,文部省令 p.15 
13)表Ⅰ-2の学習指導要領の記述は，国立教育政策研究所作成「学習指導要領データベース」 
による。(https://www.nier.go.jp/guideline/,最終閲覧 2018 年 10 月 8 日) 
14)表Ⅰ-3の学習指導要領の記述は，国立教育政策研究所作成「学習指導要領データベース」 




第 34 集,1986 年,p.116 
17)小原友行「社会科学習原理としての探求」全国社会科教育学会『社会科研究』第 24号,1975
年,p.74 
18)池野範男「批判主義の社会科」全国社会科教育学会『社会科研究』第 50 号,1999 年，
pp.62-63 
19)岩田一彦『社会科固有の授業理論-30 の提言-』明治図書,2001 年,p.62 
20)谷川彰英「公民的資質」日本社会科教育学会編『社会科教育事典』ぎょうせい,2000 年,p.55 
21)唐木清志『子どもの社会参加と社会科教育-日本型サービス・ラーニングの構想-』東洋館
出版社, 2008 年, pp.32-33 
22)唐木清志「未来を創る子どもたちと社会科授業」唐木清志編著『「公民的資質」とは何か』 
東洋館出版社,2016 年,p.37 
















第 2 節では，第 1 節で示した枠組みに基づいて社会科授業構成論を分析し，分析をもと
に公民的資質の育成の観点から各授業構成論の有効性と課題について論じる。 
第 3 節では，第 1 節と第 2 節をもとに，公民的資質を育成するためにどのような授業構
成論に基づいて構成する授業が有効なのかについて論じる。 
 


























  目標 
種類 
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表Ⅱ-2 公民的資質の定義 
№ 氏名 公民的資質の定義 
1 磯山 恭子 社会で起こっている問題に関心をもち，これらの問題の解決に向けて，
多様な人々と協調的に話し合いながら，より良い社会の実現を目指し
て，社会に働きかけること 
2 唐木 清志 人とつながり，社会とつながって，望ましい未来を創り上げる力 
3 櫻井 眞治 くらしの中にある問題を発見し，よりよいくらしの実現に向かって，
考え合ったり，行動したりしていくこと 




5 前田 賢次 子どもの立場から大人と手を取り合いながら地域を学び，地域に働き
かける地域の生活者としての姿 
6 草原 和博 子どもが自己と外界(他者，社会，科学)との間に関わりを見出すことで，
新しい社会秩序を構想できること 














11 国分 麻里 自分とは異なるものを受け入れ，その異なる側から物事を捉えようと
する能力 
12 鈴木 隆弘 社会連帯のための資質であり，社会とつながるための資質 
(唐木作成を王子一部改) 
- 36 - 
 































































































































する。図Ⅱ-1 中の矢印 A の先にある本研究の中核となる学習過程である。 
③学習目標は，集団による価値判断・意思決定ができるとする。図Ⅱ-1 中の矢印 A から
[個人による価値判断・意志決定]を行い，矢印 B へむかう学習過程をたどる。矢印 B が








から[個人による価値判断・意志決定]をもとにして矢印 C にむかう。 
⑤学習目標は，集団で社会に対して提案・参加・行動できるとするものである。図Ⅱ-1 中
の矢印 A から[個人による価値判断・意志決定]をもとにして矢印 D に向かう場合と集
団による意思決定に基づいて集団として提案のみをする矢印 E に向かう場合がある。 
 
11 授業の分析から，さらに次の 2 点が明らかになった。 
 
①集団による価値判断・意志決定のベースには個人による価値判断・意志決定があること。
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第 2節 公民的資質の育成をめざす社会科授業構成論と授業実践の分析 








 谷口和也は，初期社会科の性格とその課題について，次のように述べている 2)。 
 





   「試案」であった当時の学習指導要領は，各学校や地域の状況に応じたカリキュラムを開発しなけ 





 原田智仁は，問題解決学習を重視する初期社会科について，次のように述べている 3)。 
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自己と社会の双方に変容(＝成長)をもたらすころではないか。このように問題解決そのものを学び 



















学習過程 学習方法 主な問いと指示 









展開 1 踏査(七北田村) 
発表(七北田村の四家) 
 
展開 2 予備踏査 
踏査(中田)と整理 
発表(踏査の交流) 



































    これまで無着成恭の『山びこ学校』における実践を考察してきた。その結果，その授業は問題 
    化，数量的分析，総合，比較という段階で構成されていることが明らかになった。 









      従来，『山びこ学校』はその綴方の側面から評価されてきた。しかし，これまでの考察から，その
実践の独自性は，授業構成の前半部分，すなわち「問題化」から「総合」までの，数量に基づく 
    社会認識の科学性にあることが明らかになった。 
 
 岩永の分析をもとに，「山びこ学校」の実践の概要を，次の表Ⅱ-4 で示す。 
 
表Ⅱ-4 『山びこ学校』の授業の概要 




















































































たい」9)という K 子への期待の記述から明らかである。はたして K 子の慰霊碑に対す
る認識は誤っているのだろうか。反対に，授業者が「戦争＝侵略＝悪」という限定的な
価値観を教え込むことにはなりはしないか。松本実践では，以上の点に対する検討はな














 さらに，「初志の会」の中学校における実践を分析する。中学校 3 年生を対象とした西義
孝の実践「家庭生活の課題(老人問題)」10)である。西実践は，1976 年に行われた。西実践は，
当時高齢化社会の到来によって社会問題になりつつあった，老人ホームの存在の是非を子
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どもが討議するというものである。 













 さらに，西実践の第 2 時から第 4 時を分析し，その課題を明らかにする。 
第 2 時「老人問題」導入(授業記録 1)では 42 の発言記録があり，その内訳は子ども 31(73．







第 3 時「老人問題」(授業記録 2)では 63 の発言があり，その内訳は子ども 43(68.2%)，授





第 4 時「老人問題」(授業記録 3)では 22 の発言があり，その内訳は子ども 18(81.8%)，授
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方が優れている。分析した二つの実践は，図Ⅱ-1 中の矢印 A の個人による社会認識形成を
めざしているものの，不十分なものとなっている。 
 
2 合理的意志(思)決定型学習の授業構成論と授業実践の分析  
(1)合理的意志(思)決定型学習の授業構成論 
 小原友行は，合理的意思決定について，次のように述べている 15)。 
 














































 森分は，社会科で育成されるべき人間像について，次のように述べている 21)。 
 































































   いかに精密で科学的な概念装置を作りえた子どもでも，それをもって社会科で育てる理想的子ども
像というわけにはいかない。民主主義社会に生きるにふさわしい価値判断ができる子どもであること
が必要である。合理的意志決定のできる子どもである。 
   価値判断を求められる問題に積極的にとりくんでいく子どもが社会科では求められている。これま
での社会科は価値のとりくみを避けてきた傾向がある。社会的論争問題に子どもをまきこむことを極
力避けたいという考えが教師一般にあったからである。 
   現在ではその考え方は通用しなくなってきた。たとえば環境問題に代表されるような社会的論争問
























































の実践を開発した 27)。東元は，実践を開発した背景について，次のように述べている 28)。 
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成することが求められる。 
    ①社会事象を社会事象間の関係から認識する能力の育成(社会認識) 
    ②社会事象間の関係から認識した社会事象を分析し，吟味する能力の育成(社会事象の分析) 
    ③社会事象に対して自ら適切な選択・判断を行う能力の育成(科学的判断力) 
    ①から③の能力の育成を意図した指導計画によって，合理的意志決定能力の育成が可能になる。 
 
 東元実践 29)は，以上のような授業構成論に基づいて全 4 時間で構成されている。全 4 時
間の内，初めの 2 時間で少子高齢化の問題に関する社会認識を形成する。そして，後の 2 時




























以上の 2 点は，初期社会科や「初志の会」の実践とは一線を画すものである。 
 東元実践の課題は，①初めに議論をさせた授業構成と②取り上げた社会的論争問題と発


















































































   社会参画を志向する社会科授業を，「理解」を重視する「科学的社会認識の育成を目指す社会科授 
   業」，「能力」を重視する「意思決定力の育成を目指す社会科授業」，「態度」を重視する「社会的実 
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 唐木は，三つの類型の関係性について，次のように述べている 33)。 
 
    これらの三つ(王子註：唐木の三類型)はそれぞれ，第Ⅱ類型の授業を実施する場合には第Ⅰ類型 

































 峯明秀は，社会科教育における社会参加について，次のように述べている 36)。 
 

























































第 1 次 都市部の鉄道の発達(2 時間) 
    ・鉄道ができた 新橋~横浜 路面電車の発達(1) 
    ・初めての地下鉄 銀座線 新しい地下鉄副都心線(1) 
第 2 次 地下鉄の現状と問題点(2 時間) 
    ・乗降人数の多い駅と混雑率の高い区間(1) 
    ・混雑率の高い区間の発生理由 
第 3 次 東西線の通勤混雑を解消するにはどうしたらよいか考える(3 時間) 
    ・通勤ラッシュの問題点(1) 
    ・東西線の満員電車をなくすための具体策を考える(1) 
    ・東西線早起きキャンペーンについて考える(1) 
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第 3節 公民的資質の育成を図る社会科授業構成論の条件 
1 学習の到達段階と問いの設定 

































第 20 巻 社会科の歴史と展望』現代社会科教育実践講座刊行会,1991 年,pp.147-149 








8)松本健嗣「初志の会」朝倉隆太郎編集代表『現代社会科教育実践講座第 5 巻 社会科の授
業構成理論と実際』現代社会科教育実践講座刊行会,1991 年,pp.85-88 
9)松本 前掲書 9)，p.88 
10)西義孝「家庭生活の課題(老人問題)の授業記録」社会科の初志をつらぬく会『社会科の初
志をつらぬく会の授業記録選 第 4 集』1981 年,明治図書,pp.167-194 
11)西 前掲書 10),p.167 
12)西 前掲書 10),p.193 
13)伊東亮三「戦後社会科再考」社会系教科教育学会『社会系教科教育学研究』第 6 号,1994
年,p.3 






18)岩田 前掲書 17),p.40 
19)森分孝治『社会科授業構成の理論と方法』明治図書,1978 年,pp.82-83 
20)森分 前掲書 19),p.2 
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21)森分 前掲書 19),p.89 
22)小原友行「社会科における意思決定」社会認識教育学会編『社会科教育学ハンドブック』
明治図書,1994 年,pp.168-169 
23)小原 前掲書 22),p.170 
24)岩田 前掲書 17),pp.41-42 





28)東元 前掲書 27),pp.131-132 
29)東元 前掲書 27),pp.135-138 
30)紙田路子「市民的資質を育成する小学校社会科授業の設計」全国社会科教育学会『社会
科研究』第 69 号,2008 年,pp.25-29 
31)紙田路子「自主的自立的な価値観形成を目指す小学校社会科の授業構成」全国社会科教
育学会『社会科研究』第 84 号,2016 年,pp.19-23 
32)唐木清志・西村公孝・藤原孝章『社会参画と社会科教育の創造』学文社,2010 年,p.24 





28 号,2016 年,pp.91-100 
35)桑原敏典「合理的な思想形成をめざした社会科授業構成」全国社会科教育学会『社会科 
研究』第 64 号,2006 年,p.42 
36)峯明秀「社会科教育における『社会参加』の意義と位置」日本社会科教育学会『社会科 
教育研究 別冊 2002(平成 14)年度 研究年報』2003,p.37 
37)唐木 前掲書 32),pp.86-103 
 
 






第 1 節では， 意志(思)決定型学習の成立要件について論じる。 
第 2 節では，子どもが取り組んだ意志決定学習の思考過程を分析し，意志決定の合理性
に関する課題について論じる。 





















 森分孝治，片上宗二編集の『社会科 重要用語 300 の基礎知識』には，意思決定の定義が
ある。執筆担当者である小原は， 意思決定の定義について，次のように述べている 2)。 
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析する。小原は，社会科における意思決定過程を，次の表Ⅲ-1 のように示している 4)。 
 



















ⅰ問題把握 → ⅱ問題分析(原因究明) → ⅲ達成すべき目的・目標の明確化 → 
ⅳすべての実行可能な行動案(アイディア)の提出 → ⅴ行動案(アイディア)の論理的
結果の予測と評価 → ⅵ行動案(アイディア)の選択と根拠づけ → ⅶ決定に基づく
行動 











   【意志決定学習の段階】 
   ①社会認識形成を図ることと形成した社会認識をもとにして意志決定の根拠を導出
することが学習過程で意図されている。 
   ②複数の選択肢の比較，吟味による価値判断によって根拠を形成し，意志決定をする 
ことが学習過程で意図されている。 
  【意思決定学習の段階】 
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第 2節 意志決定学習における子どもの思考の特徴と課題 


















調査対象は，H 県公立中学校の 2016 年度第 3 学年 61 名と 2017 年度第 3 学年 45 名，計






















他の場所との比較をして判断した子どもは，106 名中 33 名(31.1％)にとどまった。つま
り，73 名(68.9％)の子どもは，選択肢間の比較をすることなく直感的に結論を出してから適
合するもっともらしい理由の後付け(以後，「理由の後付け」)をしていた。 





以上の分析から，106 名中 2 名のみしか論理的な比較，吟味ができておらず，104 名は直
感による非論理的な意志決定をしたことが明らかになった。根拠と意志決定の間に論理整
合性があるようにみえても，「理由の後付け」や「不公平な比較」によって「はじめに結論
ありき」の非論理的な意志決定がなされていた。具体例として，2017 年度第 3 学年の子ど
も A と子ども B の記述を表Ⅲ-2，表Ⅲ-3 で示す。 
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 以上の実態調査の分析から，次の 2 点の課題が明らかになった。 
 
  ①根拠と意志決定の間に論理整合性があるようにみえても，68.9%の子どもの意志決定 
は「はじめに結論ありき」の非論理的な直感によるものであること。 




















































































   人は仮説をテストする際に，仮説に反する証拠を探そうとはせず，仮説を支持する証拠だけを探す 
   傾向がある。
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   そもそも留保条件は，「○○でない限り」と議論の範囲を限定することによって，「□□すべきであ 












































   社会科は，民主主義社会の形成者としての資質を育成する教科である。この資質については，多様 
   に議論されてきたが，本小論においては社会形成の資質としておく。 
   すなわち，社会は自然のように存在するのではなく，社会の成員の意図や意思によって形成される。 

















   これまで述べてきた社会的問題解決学習を具体化するには，さらに原理としての議論が必要になる。
それは，根拠を明示した主張とその主張についての討論である。 





      第 2 は，議論の場においてこそ，実態としての公的社会が出現することである。 





   ここで言う本来の社会とは，私的領域とは区別された公的領域として形成される社会のことである。 
個人的な価値や権利の擁護とは別に公共的関心や公共的価値の擁護によって形成されるものである。 
公的社会と呼んでおこう。 




















学習段階 意志決定段階 意思決定段階 
学習過程 社会認識形成  比較，吟味，価値判断，意志決定 議論，意思決定 
  分析 
授業 項目 
構成論 








































小原友行は，21 世紀の学校教育に求められるものについて，次のように述べている 27)。 
 
   では，国際化，情報化，少子・高齢化，価値多様化，地球環境の悪化といった社会の急激な変化や 
課題に主体的に対処して生きていくために，一人一人が合理的な社会判断を行い，適切な社会的行為 



































 溝口は，自律的判断の形成の必要性について，次のように述べている 29)。 
 
   一人ひとりの子どもが，より普遍的な判断基準を発見し発展させるには，クラス集団での討議の中 
   で性急に妥協点を見出すよりも，そうした自律的判断の形成を促すことが，まずもって必要とされる
のではないか。そのため学習過程のあり方を明らかにすることこそが，今後求められる課題ではなか
ろうか。 






























 片上は，合理的に意思決定できる力について，次のように述べている 33)。 
 
   確かに，社会には様々な問題が存在する。それをめぐっていろいろな意見の対立があり，多様な解 
決策が打ち出されている。それゆえ，それらの主張を分析検討し，最も望ましい，と考えられる解決 
策を合理的に意思決定できる力こそ，社会科授業は育成すべきであるとされてきたのである。 










   子どもたちの社会的判断力を「オールオアナッシング」状態に陥らせてはならない。社会の事柄(問 
題)に対して，当為型の，つまりあるべき解決策を考えさせて事足れりとするようないわゆる「意思 


























 豊嶌啓司は，社会科学習のあり方について，次のように述べている 36)。 
 













   従前からの「意思決定」型授業論における「価値分析」過程では，「自己」そのもの及び「社会」と 









































































































 佐長健司は，論理的思考について，次のように述べている 48)。 
 




























学習過程 社会認識形成  比較，吟味，価値判断，意志決定 
  分析 
授業 項目 
構成論 












値観形成の   
社会科 

































の 2 点であった。 
 
 ①社会認識形成を図ることと形成した社会認識をもとにして意志決定の根拠を導出する 
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書,2000 年,p.69 
3)森分孝治「市民的資質育成における社会科教育」社会系教科教育学会『社会系教科教育学
研究』第 13 号,2001 年,p.47 
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29)溝口 前掲書 28),p.34 
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究』第 65 号,2006 年,p.1 
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ースペクティブにもとづく授業開発』明治図書,2006 年,p.22 
35)片上 前掲書 32),pp.6-9 
36)豊嶌啓司「意思決定の過程を内省し，認識の社会科をはかる社会科授業」社会系教科教
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44)池野 前掲書 43),p.48 
45)池野 前掲書 43),p.49 
46)尾原康光「社会科授業における価値判断の指導について」全国社会科教育学会『社会科
研究』第 39 号,1991 年,p.73 
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第 1 節では，「基礎的意志決定学習」の構造について論じる。論じた構造をもとに，第 2



































  ①直感的に判断をする傾向があることを知り，直感のバイアスの存在に気づく。 
  ②複数の選択肢を抽出する。 
  ③選択肢を比較，吟味する規準と基準をつくる。 
  ④直感のバイアスを制御して，選択肢を論理的に比較，吟味する。 




 1 直感のバイアスの存在に気づく-失敗から気づき，学ぶ- 
























































 理由①の人も②の人も，野球場やサッカー場があることから E を選んだことがわかります。しかし，



















理由をよく見てください。A を選んだ理由は，A のメリットをあげています。しかし，B から E はす 
べてデメリットをあげています。メリットとデメリットを比較するのは公平でしょうか。 
 
場所 メリット デメリット 
A    〇  
B        × 
C      
D      






 理由：駅前だから人通りが多く，駐車場がなくても通勤通学で駅を利用する人が買いに来る。B は 































図Ⅳ-1 子ども Aの省察 
 



















子ども A の省察 
・場所 オフィス街の一角，駐車場なし 






  他との比較ができていなかった。(駐車場も問題)←自分の意見に対して反対があるか考えてい 
なかったから。 
〇論理整合性がない(つじつまが合わない，理屈がとおらない)ところ 
 資料 3 からほぼ毎日仕事をするために会社などに来て利用すると考えたところ(思い込み) 
  住宅街から離れているため，その人たちに駐車場がないと不便かもしれないことを考えてなか 
ったところ 
〇どこを改善すればよいか 
  利用者(客)側から見て便利かどうかも検討 
  考えたことに対して，反対される内容がないかを確かめて，明確な内容の理由を考える。 
 












図Ⅳ-2 子ども Bの省察 
 
































  他の店と比較ができていなかった。E のメリットばかりを考えて他の場所のメリットを考え
ていなかった。 
〇論理整合性がない(つじつまが合わない，理屈がとおらない)ところ 
  運動をしているからといってボディーシートなどを買うとは限らない。 
多目的ホールがどれだけ使われているかわからない。 
〇どこを改善すればよいか 
  野球場，サッカー場，多目的ホールがどれだけ使われているのかを調べる。 
 




































 以上のような，直感のバイアスを制御する学習法については，第 4 節で論じる。 
 
5 意志決定学習の過程 






























                          …
…   ・・・・ 
選択肢のもとになる社会認識 








選択肢ア 選択肢キ  
選択肢ノ 選択肢リ 
判断基準 
判断規準 分析視点①  分析視点○X  
価値判断・意志決定Ⅰ(仮の意志決定) 
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 社会科の授業において活用される図化の方法として，KJ 法 4)，ウェッビング法 5)，概念
地図法 6)の三図法について分析し，社会認識形成に関してはそれぞれに課題があることを明



















































「タグ」シート(記述・整理)の作成過程は，次の 3 段階からなる。 
 

































グ」が貼られた場合は知識の組み合わせが 1 通りであるのに対し，10 枚の「タグ」が貼ら

















































































パネル廃棄 タグ d 
景観問題 
環境 





















































(ⅰ) ●＋△＝【原因】 ●と△を組み合わせて原因がわかった。      [結合] 
(ⅱ) ●↔△＝【矛盾】 ●と△は矛盾しているのでおかしい。       [矛盾] 
(ⅲ) ●⇒△ ●(原因)と△(結果)の因果関係を発見した。     [因果] 
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   上のシミュレーションが示す我が国の社会系教科目の課題とは，市民性育成の場の「たらい回し」 
   と「後回し」である。せっかく教師が社会的な課題を追求し，また子どもの知的好奇心に応えようと 
しても，それを拒むカリキュラム上の制約がある。我が国の中等社会科は，地理・歴史・公民それぞ 





















発行元 地理的分野 歴史的分野 公民的分野 
東京書籍 4 1 12 
教育出版 1 0 8 
帝国書院 8 1 34(23) 
日本文教出版 2 0 9 
合計 15 2 63(52) 
                (注：帝国書院の括弧内の数字は，パン会社を経営する過程を 12 




志決定学習の設定数は少ない。さらに，地理的分野で設定された 4 教科書における合計 15
の価値判断・意志決定学習の内訳は，開発・環境に関するもの 4，防災・災害に関するもの
3，まちづくりに関するもの 3，共生に関するもの 2，その他 3 である。設定されている数
とその内容から，地理的分野全体をとおした学習ではなく，単発的な価値判断・意志決定学












課題は，次の 4 点である。 
 
  ①価値判断・意志決定学習が公民的分野に偏重していること。 
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分析視点の獲得を図る授業プランでは，次の 3 段階の学習を想定する。 
 












































州 主な問い 主な分析視点 
アジア州 
・中国では経済特区をどのような場所に置き，開発していっ
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地方 主な問い 主な分析視点 
北海道 ・どのように根釧台地のパイロットファーム計画は展開されてい 


















ニュータウンよりも 9 年間も長い 13 年間も年月がかかったの
だろうか。【ニュータウン開発が計画より遅れた理由は何か。】 













か。                      【開発によるデメリットは何か。】 
①位置④地域構造 
九州 ・どのようにして，北九州にエコタウンをつくることになったの














































































     
 
【近畿地方の学習で 






地理  公民(例：コンビニの出店) 
・位置(時間距離)→交通手段は？ 
・地域構造(圏構造)→同業他社は？ 






          維持できる？ 












































































































           【〇内の番号は分析視点に対応，(  )内は分析視点
の詳細】 































































































・平成 12 年ごろからは都心回帰が始まっている。 








・水の確保は 20 万人都市であっても大丈夫なのか。 
           〈前時の日本地誌学習の想起〉 





























































【〇内の番号は分析視点に対応，(  )内は分析視点の詳細】 
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 カーネマンは，意志決定における思考の特徴をシステム 1 とシステム 2 に分けている。
システム 1 とシステム 2 の特徴は，次の表Ⅳ-5 のとおりである 14)。 
 
表Ⅳ-5 システム 1とシステム 2の特徴 
名称 システム 1 システム 2 











かし，システム 2 は意識的にはたらかせる必要があるのに対して，システム 1 は無意識で
常時はたらいている。つまり，直感を排除することは困難であり，直感のバイアスの影響を
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 マックス・ベイザーマン(Max H. Bazerman) は，合理的な意志決定のプロセスを次の六
つのステップにまとめている 16)。 
 
   ①問題を定義する。 
   ②選択肢を評価するための複数の規準を設定する。 
   ③各規準に重み付けをほどこす。 
   ④複数の選択肢を生成する。 
   ⑤各選択肢を各規準の観点から評価する。 


























































































 メリット デメリット 
ⅰ ○○○ ☆☆☆ 
…   
ⅳ △△△ ――― 
(3)(2)のメリットなどをもとに判断する規準をつくって(その正しさを確認して)，比較と吟味をしてみ
よう。 
 〇〇〇 ××× △△△ □□□ ◇◇◇  
ⅰ        
…       
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方法は次の 3 種類がみられた。 
 













































































究』第 20 号,2008 年,pp.21-30 
10)教科書分析に用いた教科書は,いずれも 2011 年 3 月 30 日文部科学省検定済みのもので
ある。 
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13)ダニエル・カーネマン(著) 村井章子(訳)『ファースト＆スロー 上』早川書房,2014 年，
446p. 
14)カーネマン 前掲書 13) 
15)イツァーク・ギルボア(著) 川越敏司 佐々木俊一郎(訳)『意思決定理論入門』NTT 出
版,2012 年,p.20 
16)マックス・H・ベイザーマン ドン・A・ムーア(著) 長瀬勝彦(訳)『行動意思決定論-バ 












































第 2 節では，授業実践「電源構成を考えよう」における 2017 年度第 3 学年の子どものワ
ークシート記述を分析し，比較吟味自己内討論法の有効性と課題について論じる。 
第 3 節では，第 2 節で明らかになった課題の改善を図った授業実践「電源構成を考えよ
う」における 2018 年度第 2 学年の子どものワークシート記述を分析し，改善プランの有効
性について検証する。 
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第 1節 比較吟味自己内討論法を用いた授業「電源構成を考えよう」の開発 
1 授業の特徴とその意図 







































(1)単元の指導計画(全 4 時間) 
 第 1 次 日本の発電をめぐる現状を知ろう…1 時間  
第 2 次 各発電方法の特徴をまとめよう…1 時間 
第 3 次 電源構成を考えよう…2 時間 
 
(2)第 1 次「日本の発電をめぐる現状を知ろう」と第 2 次「各発電方法の特徴をまとめよう」 
 第 1 次では，2016 年度の電源構成とそれ以前の電源構成を比較し，日本のエネルギー政
策の変遷を歴史的な視点をもとにたどる授業である。 







  ④東日本大震災での原発事故により，再び火力発電への依存が高まっていること。 
 
 以上の学習によって，日本のエネルギー政策に関する基礎的な知識の習得を図る。第 1 次
の学習によって，電源構成について意志決定する第 3 次の学習において，例えば「CO2を排
出しない原子力発電の割合を 80％に高める」というような妥当性に欠ける意志決定を回避
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できる。 
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メリットとデメリット
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(4)「電源構成を考えよう」の子ども作成ワークシート 
 第 3 次で用いたワークシートを示し，そのねらいについて論じる。なお，ワークシートに
ついては，記述内容のあらましが確認できるよう子ども作成のものを示す。作成者は，第Ⅲ
章で論じた「コンビニ意志決定」で直感的な意志決定をした子ども A である。 
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資料Ⅴ-3 ワークシート③ メリットを規準にした各発電方法の評価(子ども A作成) 
 ワークシート②で整理した各発電方法のメリットを規準とした評価表を作成し，項目ご
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第 2節 2017年度第 3学年「電源構成を考えよう」ワークシート記述分析 
本節では，授業実践「電源構成を考えよう」における 2017 年度第 3 学年の生徒のワーク
シート記述を分析し，比較吟味自己内討論法の有効性と課題について論じる。なお，授業実
践は，2017 年 2 月に実施した。分析対象人数は 45 名である。 
 






吟味することになる。子どもが設定した規準数は，4～10 であった。規準数が 6 未満の 10
名の記述を精査したところ複数の発電方法で「コスト」，「安全性」，「環境」などのメリット















 最後に，表Ⅴ-1 の基準をもとに最終の意志決定を評価した。A 評価は 31 名(68.9％)，B
評価は 8 名(17.8％)，C 評価は 6 名(13.3％)であった。比較吟味自己内討論法によって，45
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名中 39 名の子どもが論理的な思考過程によって資料を比較，吟味し，根拠を明確にした意
志決定ができた。特に，45 名中 31 名の A 評価の子どもは比較，吟味ができただけでなく
最終の意志決定で生じるデメリットも理解しており，自身の最終の意志決定が絶対解では
ないことを省察できていた。 







2 子ども(2017年度第 3学年)のワークシート記述分析 
2017 年度第 3 学年のワークシート記述の分析結果は次のとおりである。 
 
(1)A 評価の子ども(2017 年度第 3 学年)のワークシート記述 
①子ども C の場合 
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②子ども D の場合 
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(2) C 評価の子ども(2017 年度第 3 学年)の記述分析-改善にむけて- 
6 名の C 評価の子どもの記述を分析し，つまずきポイントを明らかにすることで比較吟
味自己内討論法の改善や今後の指導の改善を図る。 
 既に論じたように，6 名の子どもも含めた 45 名全員が比較吟味段階までは論理的な思考
をしている。したがって，比較吟味自己内討論法により 45 名全員が「理由の後付け」と「不
公平な比較」の問題を克服したことは確認できている。 
 それでは，論理性のない意志決定と評価された 6 名は，どこでつまずいたのだろうか。そ
の記述を精査した結果，次のことがわかった。 
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できる。以上の改善方略によって，2017 年度第 3 学年の 4 名にみられた課題の克服を図る
ことにした。 
授業実践は，2018 年 9 月に第 2 学年 36 名で行った。対象は第 2 学年の生徒であり，公








は平均 7.0(2017 年度第 3 学年：6.8)であった。比較吟味自己内討論法では，それぞれの比
較対象のメリットを吟味の規準とする。したがって，六つの発電方法を比較するためには最
低 6 規準を抽出して比較吟味することになる。子どもが設定した規準数は，5～11(2017 年
度第 3 学年：4～10)であった。規準数が 6 未満の 5 名の記述を精査したところ複数の発電
方法で「安定性」，「コスト」，「安全性」，「環境」などのメリットが重複していた。精査した
5 名を含めた 36 名全員が各発電方法のメリットを規準にした比較，吟味によって論理的に
思考し，意志決定につなげていることが確認できた。以上の結果から，36 名全員が「理由






 次に，自己内討論段階の記述分析を行った。36 名中 34 名が自身の仮の意志決定に対して
想定される反論の検討をしていた。想定した反論数は，平均 2.1 個(2017 年度第 3 学年：2.6
個)であった。例えば，「環境重視からコスト重視への転換」のように自己内討論後に意見が
変化した子どもは 3 名(2017 年度第 3 学年：1 名)であった。想定した反論に対して，その
反論の視点を取り入れた新たな根拠を追加して最終決定した子どもは 14 名(38.9％ 2017
年度第 3 学年：51.1％)であった。さらに，最終の意志決定の％を仮の意志決定から変化さ











 2018 年度第 2 学年において，授業者は改善プランに基づく自己内討論段階の介入をこの
2 名を含む 5 名に対して行った。残りの 3 名については，後述する。 
 
(3)最終意志決定の評価 
 最後に，表Ⅴ-1 の基準をもとに最終の意志決定を評価した。A 評価は 22 名(61.1％ 2017
年度第 3 学年：68.9％)，B 評価は 11 名(30.5％ 2017 年度第 3 学年：17.8％)，C 評価は 3
名(8.3％ 2017 年度第 3 学年 13.3％)であった。比較吟味自己内討論法によって，36 名中
33 名の子どもが論理的な思考過程によって資料を比較，吟味し，根拠を明確にした意志決
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定ができた。特に，36 名中 22 名の A 評価の子どもは比較，吟味ができただけでなく最終
の意志決定で生じるデメリットも理解しており，自身の最終の意志決定が絶対解ではない
ことを省察できていた。2017 年度の割合をもとにすれば，2018 年度第 2 学年では 4.7 人の
C 評価の子どもが出現する可能性が想定される。しかし，改善プランによる授業実践では，
2018 年度第 2 学年の C 評価は 3 名となった。ちなみに，想定される C 評価の子ども人数
である 4.7 名とは，改善プランによって自己内討論段階で介入した 5 名と同数である。 
 
(4)2017 年度第 3 学年と 2018 年度第 2 学年の比較 
 比較吟味自己内討論法によるワークシート記述分析の結果は次の表Ⅴ-4 のとおりである。
なお，2018 年度第 2 学年は改善プランによって授業を実践したものである。 
 
表Ⅴ-4 2017年度第 3学年と 2018年度第 2学年のワークシート記述分析の比較 






 調査人数 45 名 36 名 
比較 
吟味 
評価規準数平均 6.8 7.0 
規準数範囲 4～10 5～11 
自己内
討論 
自己内討論人数 45 名(100％) 34 名(94.4％) 




意見変化人数 1 名(2.2％) 3 名(8.3％) 
根拠追加 23 名(51.1％) 14 名(38.9％) 
数値変化 33 名(73.3％) 29 名(80.6％) 
評価 
A 評価 31 名(68.9％) 22 名(61.1％) 
B 評価 8 名(17.8％) 11 名(30.5％) 
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2 C評価の子ども(2018年度第 2学年)の記述分析-さらなる改善にむけて- 
3 名の C 評価の子どもの記述を分析し，つまずきポイントを明らかにすることで今後の
指導の改善を図る。 
 既に論じたように，3 名の子どもも含めた 36 名全員が比較吟味段階までは論理的な思考
をしている。したがって，比較吟味自己内討論法により 36 名全員が「理由の後付け」と「不




た 3 名は，どこでつまずいたのだろうか。その記述を精査した結果，次のことがわかった。 





かなえるかなどの資料を提示することで改善を図ることができる。3 名中 2 名の子どもは，
火力発電の割合を 10％，30％にそれぞれ下げているものの，実現可能性には論及できず，
ともに「そうなったらいいなあと思う」という希望的観測で最終の意志決定をしていた。も







































































































































































































































































年 11 月 25 日) 
2)「電気なんでも調査隊」四国電力ホームページ
(http://www.yonden.co.jp/life/kids/museum/survey/fire/index.html,最終閲覧 2018 年
11 月 25 日) 
3)「Kids エネルギア」中国電力ホームページ 
(http://www.energia.co.jp/kids/kids-ene/learn/how/works/index.html,最終閲覧 2018
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資料 D 
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第 1節 本研究の成果 





































- 175 - 
 
第 2節 今後の課題 
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げです。2009 年 11 月に姫路市で開催された兵庫県中学校社会科教育研究大会で先生の記
念講演を聴きました。舞台の上からフロアに降り注いでくる先生の社会科教育に対する情
熱に感動した私は，一本のメールを先生に送りました。そのメールから先生とのご縁を結ぶ




























 最後に，私の大学院生活に理解を示し，研究生活を支えてくれた妻と 2 人の子どもたち
に，心からの感謝の気持ちを伝えたいと思います。 
 
